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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要

　当社は，地域と共に生き，地域と共に歩み，地域と共に栄えるという基本精神のも

と，社会からの信頼を得ることの重要性を認識し，適法・適正かつ効率的な事業活動を

遂行するため，会社法および会社法施行規則に基づき，「業務の適正を確保するための

体制」を以下の通り定める。

１　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 取締役会を原則として毎月１回開催することに加え必要があるときは随時開催

し，重要な業務執行に関する意思決定を行うとともに，取締役の職務執行を監督す

る。

(2) 法令等の遵守と企業倫理の徹底は経営の原点であるとの認識のもと，行動規範お

よびコンプライアンスガイドラインを制定するとともに，コンプライアンスに関す

る専門委員会，社内外相談窓口を設置し，取締役自らがコンプライアンスを積極的

に推進する。

２　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報について，保存期間など管理方法を定めた社内規

程を制定し，適切に保存・管理する。

３　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1) 事業運営に関するリスクについて，毎年度の経営計画に反映し，経営のマネジメ

ントサイクルのなかでリスクの統制を行う。

(2) 各取締役は，自らの分掌範囲のリスク管理について責任を持つとともに，全社横

断的なリスクに対しては，必要に応じて，専門委員会を設置し，総合的な対応を図

る。

(3) 自然災害などによる非常事態に関するリスクに備え，個別に規程を整備し，管理

体制を定める。

４　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1) 経営計画において毎年度の基本的な経営方針・計画を定め，これを軸とした計

画・実施・統制評価のマネジメントサイクルを展開する。

１．業務の適正を確保するための体制
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(2) 各職位の責任・権限や業務の基本的枠組みを明確にし，迅速かつ適正な意思決

定，効率的な業務執行を行う。

５　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1) 行動規範，コンプライアンスガイドラインなどの整備に加え，研修システムなど

を活用したコンプライアンス教育を実施し，従業員の法令・企業倫理の遵守を徹底

する。

(2) 業務における適法・適正な手続き・手順を明示した社内規程類を整備し運用す

る。

(3) 適法・適正な業務運営が行われていることを確認するため，執行部門から独立し

た内部監査部門による監査を実施する。

６　反社会的勢力の排除に向けた体制

　市民社会に脅威を与える反社会的勢力への対応を統括する組織を設置し，これら

の勢力とは，断固として対決する。

７　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1) グループ経営方針を定め，グループ各社の計画立案から執行までを総括的に管

理・評価することにより，グループ全体でマネジメントサイクルを展開する。

(2) グループ経営管理上必要な事項について，グループ各社に事前協議・報告を求め

る社内規程を整備・運用するとともに，グループ各社のトップとの意見交換会を定

期的に開催するなど，緊密な情報連係を図る。

(3) グループ各社の事業活動に関するリスクを把握・評価のうえ，経営計画へ適切に

反映し，リスクの統制を行う。

(4) グループ各社に対しては，取締役および使用人の職務執行の適正を確保するた

め，コンプライアンス等に関する方針を提示し，当社に準ずる体制の整備を求め

る。また，コンプライアンスに係る社内外相談窓口において，グループ会社に係る

事項の相談を受付け，適切な運用を図る。

(5) グループ経営推進を図り，適正な業務遂行を確認するため，当社の取締役などを

グループ各社の取締役，監査役に充てるとともに，適宜，当社内部監査部門による

監査を実施する。
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８　監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

　監査等委員会の職務を補助するための専任組織を設置し，必要な監査等委員会補

助スタッフを配置する。

９　監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）からの独立性及び当該使用人に対する監査等委員会からの指示の実効性の確保

に関する事項

(1) 監査等委員会補助スタッフの職務執行について，取締役（監査等委員である取締

役を除く。）の指揮命令からの独立性および監査等委員会からの指示の実効性を確

保する。

(2) 監査等委員会補助スタッフの人事に関する事項については，監査等委員会の意見

を尊重する。

10　監査等委員会への報告に関する体制

(1) 法令の定めによるもののほか，重要会議への監査等委員である取締役の出席，経

営層が情報共有する社内報告制度などにより，グループ経営に係る重要な情報を監

査等委員会に連係する。また，監査等委員会から求められた場合，適切に報告す

る。

(2) 監査等委員会に報告を行ったことを理由として，当該報告者に対し，人事上その

他の不利益な取扱いは行わない。

11　監査等委員である取締役の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに

限る。）について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査等委員である取締役の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するもの

に限る。）のために必要な費用については，当社が負担する。

12　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　代表取締役等と監査等委員会との定期的な意見交換などの実施や内部監査部門と

監査等委員会との緊密な連係などにより，監査等委員会監査の実効性を高めるため

の環境整備を行う。
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　業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づく，2022年度における運用

状況の概要は，次のとおりであります。

１　コンプライアンス

(1) 取締役会規程に基づき，取締役会が原則月１回開催（2022年度は計11回開催）さ

れ，重要な業務執行に関する意思決定を行うとともに，取締役の職務執行を監督し

ている。また，審議結果について議事録を作成し保管している。

(2) 取締役は，法令等の遵守と企業倫理の徹底のため，行動規範等を整備するととも

に，「コンプライアンス推進委員会」を設置してコンプライアンスを積極的に推進

している。また，集合教育や遠隔教育システム（ｅラーニング）を活用したコンプ

ライアンス教育を実施するとともに，公益通報を受け付ける「コンプライアンス相

談窓口」を設置するなど，使用人の法令遵守意識の徹底を図っている。

　当社従業員が四国電力送配電株式会社や経済産業省のシステムを不適切に使用し

ていた事案に関しては，速やかに調査のうえ再発防止策を実施するとともに，再発

防止に向けた推進体制を構築するなど，コンプライアンスの徹底に取り組んでい

る。

(3) 反社会的勢力に対しては，総務部等の統括部署を中心として，警察当局や顧問弁

護士などの専門機関と情報連携も図りながら対応することとしている。また，定期

的に従業員に対しトラブル対応研修を実施している。

２　経営管理

(1) 毎年度の基本的な経営方針・計画を定めたグループ経営計画を常務会および取締

役会で審議のうえ決議し，これを軸とした計画・実施・統制評価のマネジメントを

実施している。

(2) 組織規程，権限基準等の社内規程で各職位の責任・権限等を明確化するととも

に，必要な改正を適宜実施しており，これらに基づき適正かつ効率的な業務執行を

行っている。

(3) グループ会社に対しては，グループ経営計画や四半期ごとの業務報告等を通じ

て，グループ各社の計画立案から執行までを総括的に管理・評価し，グループ全体

のマネジメントサイクルを展開している。

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
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３　リスク管理

(1) 事業運営に関するリスクについては，各事業本部および各部が経営計画に織り込

むとともに，業務執行の中で担当取締役等の指導を得て対応するなど，業務の各段

階でリスクマネジメントを実施している。

(2) 各取締役は，自らの分掌業務に対するリスク管理を行うとともに，法令違反や個

人情報漏洩のリスク，環境問題への対応等の全社横断的なリスクに対して，サステ

ナビリティ推進会議をはじめその下部専門委員会において総合的な対応を図ってい

る。

(3) 自然災害などによる非常事態に関するリスクに備え，関係法令の定めに基づき，

防災計画等を策定し，災害を想定した訓練等を実施している。

４　監査等委員会監査

(1) 監査等委員会の職務を補助するための専任スタッフを配置している。また，組織

規程に，取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令からの独立性を確

保する旨を明記している。

(2) 監査等委員である取締役は，取締役会，常務会，幹部会等の重要会議に出席する

とともに，各部門は重要情報を監査等委員会に連係している。また，内部監査部門

である考査室は，監査等委員会に考査計画・結果を連係している。

(3) コンプライアンス相談窓口への相談案件について，監査等委員会に連係する体制

を整備している。また，「取締役のコンプライアンス違反に関する社内通報窓口」

を監査等委員会室に設置している。なお，組織規程に，監査等委員会に報告を行っ

たことを理由として，当該報告者に対し不利益な取扱いを行わない旨を明記してい

る。
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連結株主資本等変動計算書

株　　主　　資　　本（百万円）

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当連結会計年度期首残高 145,551 35,198 166,683 △ 41,680 305,753

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △  3,096 △  3,096

親会社株主に帰属する当期純損失 △ 22,871 △ 22,871

自己株式の取得 △     74 △     74

自己株式の処分 △      0 23 23

自己株式の消却 △ 31,600 △  6,690 38,290 ―

株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額（純額）

当連結会計年度変動額合計 ― △ 31,600 △ 32,659 38,239 △ 26,019

当連結会計年度末残高 145,551 3,598 134,023 △  3,440 279,733

その他の包括利益累計額（百万円）
非支配株主持分
（百万円）

純資産合計
（百万円）その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ損益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 1,345 1,516 3,362 915 7,139 2,404 315,297

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △  3,096

親会社株主に帰属する当期純損失 △ 22,871

自己株式の取得 △     74

自己株式の処分 23

自己株式の消却 ―

株主資本以外の項目の当連結
会計年度変動額（純額）

△  1,220 6,879 4,006 △   750 8,915 119 9,035

当連結会計年度変動額合計 △  1,220 6,879 4,006 △   750 8,915 119 △ 16,984

当連結会計年度末残高 125 8,395 7,368 165 16,054 2,524 298,312

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
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連　結　注　記　表

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項

連結子会社　　　12社

四国電力送配電㈱，㈱ＳＴＮｅｔ，㈱ケーブルメディア四国，ケーブルテレビ徳島㈱，

四国計測工業㈱，坂出ＬＮＧ㈱，四電エンジニアリング㈱，四電ビジネス㈱，㈱四国総合研究所，

四電エナジーサービス㈱，㈱四電技術コンサルタント，SEP International Netherlands B.V.

非連結子会社　　16社

㈱よんでんライフサポート，四国航空㈱，あぐりぼん㈱，テクノ・サクセス㈱，

㈱よんでんライフケア, Aitosa㈱，㈱阿部鐵工所，伊方サービス㈱，

㈱よんでんメディアワークス，㈱よんでんプラス，頴娃風力発電㈱，長谷池水上太陽光(同)，

YBパワーサポート㈱，羽間上池・中池水上太陽光(同)，SEP International Hamriyah B.V.，

SEP International America Corporation

　非連結子会社は，その総資産，売上高，当期純損益（持分に見合う額），利益剰余金（持分に見

合う額）等の規模からみて，これらを連結の範囲から除いても，連結計算書類に及ぼす影響に重要

性がない。

⑵　持分法の適用に関する事項

持分法を適用している非連結子会社　　１社

SEP International Hamriyah B.V.

持分法を適用している関連会社　　７社

㈱四電工，YN Energy Pty Ltd，他５社

持分法を適用していない関連会社　　19社

新居浜ＬＮＧ㈱,土佐発電㈱，四変テック㈱，㈱大川原ウインドファーム，

橘火力港湾サービス㈱，三崎ウィンド・パワー㈱，㈱高知電子計算センター，

坂出バイオマスパワー(同)，平田バイオエナジー(同)，Sun Trinity(同)，今ノ山風力(同)，

備前雲の上(同)，夢前夢ふる里(同)，他６社

　持分法を適用していない非連結子会社15社及び関連会社19社は，それぞれ当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり，かつ，全体としてもそ

の影響に重要性がない。
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⑶　会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

ａ有価証券

長期投資のうちのその他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの……………時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理)

市場価格のない株式等…………………………移動平均法による原価法

ｂ棚卸資産

発電用燃料及び電力量計………………………総平均法による原価法

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)

未成工事支出金…………………………………個別法による原価法

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)

その他の棚卸資産………………………………移動平均法による原価法

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産及び無形固定資産……………………定額法

　（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

・有形固定資産の減価償却方法の変更

従来，当社及び連結子会社は，有形固定資産の減価償却方法について，主として定率法を採

用していたが，当連結会計年度より定額法に変更している。

当社グループの主たる供給区域である四国エリアの電力需要は，近年，ほぼ横ばいで推移し

ており，今後についても，脱炭素化を背景としたエネルギー源の電力シフトは見込まれるもの

の，人口減少等もあることから，安定的に推移するものと想定している。

こうした中，発電事業については，2021年10月に伊方発電所３号機特定重大事故等対処施設

の運用を開始したことや，2022年12月に試運転を開始した西条火力発電所１号機のリプレース

工事をもって大規模投資は一巡する見込みであり，今後は既存電源の維持管理のための投資が

中心となる。また，一般送配電事業についても，同様の投資が中心となる。

以上を踏まえ，投資額を耐用年数にわたり均等に費用配分する定額法が，減価償却方法とし

てより実態に即していると判断した。

この変更により，従来の方法と比べて，当連結会計年度の営業損失が17,494百万円減少し，

経常損失及び税金等調整前当期純損失がそれぞれ17,438百万円減少している。
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③重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債

権等特定の債権については個別の回収可能性に基づき，回収不能見込額を計上している。

債務保証損失引当金

　債務保証に係る損失に備えるため，被保証先の財政状態等を勘案し，損失見込額を計上している。

④重要な収益の計上基準

　当社企業集団の主たる事業である電気事業においては，主として電気の小売販売及び卸販売を行って

おり，履行義務は顧客との契約に基づく電気の供給である。これらの履行義務については電気事業会計

規則に従い，主として検針により決定した電力量（検針日基準）に基づき収益を認識している。

　また，検針により電力量が決定した日から概ね１ヶ月以内に支払を受けており，対価の額に重要な金

融要素は含まれていない。

　　⑤その他連結計算書類の作成のための重要な事項

ａ当社企業集団の主たる事業は電気事業であるため，連結計算書類の用語及び様式については，｢電

気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）に準じて記載している。

ｂ退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債は,従業員の退職給付に備えるため，当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産に基づいて計上している。なお，退職給付債務の算定にあ

たり，退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については，主として給付算

定式基準によっている。

　過去勤務費用は，主として発生連結会計年度に費用処理している。

　数理計算上の差異は，主として発生連結会計年度の翌連結会計年度に一括費用処理している。

ｃ原子力発電施設の資産除去債務の費用計上方法

　「核原料物質,核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に規定された特定原子力発電施設の

廃止措置について資産除去債務を計上している。なお，これに対応する除去費用は，「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　2008年３月31日）第８項（特別

の法令等により除去に係る費用を適切に計上する方法がある場合）を適用し，「原子力発電施設解

体引当金に関する省令」（平成元年通商産業省令第30号）の規定に従い，費用計上している。

ｄ原子力廃止関連仮勘定の会計処理方法

　エネルギー政策の変更等に伴い廃止した原子炉について，廃炉の円滑な実施等を目的として廃炉

会計制度が措置されている。

　当社は，同制度の適用を受け，原子炉を廃止する場合において，原子炉の運転を廃止した時に当

該原子炉の運転のために保全が必要な固定資産の帳簿価額（原子力特定資産の帳簿価額を除き，建

設仮勘定に計上された固定資産（原子炉の運転を廃止した後に竣工しないものに限る。）の帳簿価

額を含む。）及び当該原子炉に係る核燃料の帳簿価額（処分見込額を除く。）並びに当該原子炉の

廃止に伴って生ずる使用済燃料再処理等拠出金費及び当該核燃料の解体に要する費用に相当する額
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については，経済産業大臣の承認に係る申請書を提出のうえ，原子力廃止関連仮勘定に振り替え，

又は計上することとしている。

　また，振り替え，又は計上した原子力廃止関連仮勘定は，一般送配電事業者の託送料金の仕組み

を通じて回収することとなっている。

　このため，「電気事業法施行規則」（平成７年通商産業省令第77号）第45条の21の12の規定に従

い，原子力特定資産，原子力廃止関連仮勘定及び原子力発電施設解体引当金の要引当額（以下，

「廃炉円滑化負担金」という。）について，経済産業大臣より承認を得ており，「電気事業法施行

規則」（平成７年通商産業省令第77号）第45条の21の11の規定に従い，経済産業大臣からの通知に

基づき託送供給等約款の変更を行い，廃炉円滑化負担金の回収を行っている。

　原子力廃止関連仮勘定は,「電気事業法施行規則等の一部を改正する省令」（平成29年経済産業

省令第77号）附則第５条及び第８条の規定に従い，料金回収に応じて償却している。

ｅ使用済燃料の再処理等の実施に要する拠出金の計上方法

　原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に要する費用は，「原子力発電における使用済

燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律の一部を改正する法律」（平成28年

法律第40号）に規定する拠出金を，原子力発電所の運転に伴い発生する使用済燃料の量に応じて電

気事業営業費用として計上している。

　また，拠出金には使用済燃料の再処理関連加工に係る拠出金が含まれており，当該拠出金につい

ては，使用済燃料再処理関連加工仮勘定に整理している。

ｆ法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社及び一部の国内連結子会社は，当連結会計年度より，連結納税制度からグループ通算制度へ

移行している。これに伴い，法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示について

は，「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42

号2021年８月12日。以下「実務対応報告第42号」という。）に従っている。また，実務対応報告第

42号第32項(1)に基づき，実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないもの

とみなしている。

２．会計上の見積りに関する注記

⑴　繰延税金資産の回収可能性

①当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額

　繰延税金資産　　37,343百万円

②見積りの内容について連結計算書類の利用者の理解に資するその他の情報

　繰延税金資産の計上においては，将来の課税所得の見積り額に基づき，回収可能と判断した部分につ

いて繰延税金資産を計上している。

　当該課税所得の見積りは，経営者が承認した事業計画及び連結計算書類作成時に入手可能な情報に基

づき行っており，主要な仮定として販売電力量の予測や需給関連費の見通しが含まれる。

　主要な仮定に変更が生じた場合，繰延税金資産の回収可能性に影響を与える可能性がある。
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⑵　データセンター事業に係る資産の減損

　①当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額

　その他の固定資産　　 9,762百万円

　②見積りの内容について連結計算書類の利用者の理解に資するその他の情報

　情報通信事業セグメントの中核企業である㈱ＳＴＮｅｔは，データセンター事業を営むためにサーバ

などのＩＴ機器を設置・収容して，安定した運用ができるよう，災害に強い堅牢性や高度のセキュリテ

ィ性を具備した特殊な建物及び大型の電気設備を保有している。

　当事業は，継続して営業損益がマイナスとなっており，減損の兆候が認められる。このため，当事業

の資産から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較した結果，当該割引前将来

キャッシュ・フローが帳簿価額を上回るため，当連結会計年度において減損損失は認識していない。

　この割引前将来キャッシュ・フローは，経営者が承認した事業計画における新規顧客の獲得，顧客の

定着率及びデータセンター使用料単価の見込みなどを用いて算定している。

　主要な仮定に変更が生じた場合，翌連結会計年度において，減損損失を認識する可能性がある。

⑶　海外発電事業への投資

　①当連結会計年度の連結貸借対照表及び連結損益計算書に計上した金額

海外発電事業への投資　*１                        43,321百万円

持分法適用に伴う負債　*２　                       1,710百万円

債務保証損失引当金　　　　                        8,536百万円

海外発電事業投資損失　*３                        18,893百万円

*１　連結貸借対照表上，長期投資及び関係会社長期投資に含まれている。

*２　連結貸借対照表上，固定負債（その他）に含まれている。

*３　連結損益計算書上，持分法による投資損失及び債務保証損失引当金繰入額に含まれている。

　②見積りの内容について連結計算書類の利用者の理解に資するその他の情報

当社は，海外発電事業への投資について，主に連結子会社であるSEP International Netherlands 

B.V.を通じて行っており，このうち，非連結子会社及び関連会社の株式に対しては持分法を適用し，当

該事業の業績を持分法による投資損益を通じて反映している。

これらの投資のうち事業の収益性低下の兆候が確認されたものについて，事業計画等に基づき，将来

獲得が予定されるキャッシュ・フローの見通しにより算定した回収可能価額が投資額を下回った場合に

は，その下回る額を損失として計上している。また，債務保証を実施している場合には，被保証先の財

政状態等を勘案し，保証債務の履行に伴う損失の発生の可能性が高まった場合に債務保証損失引当金を

計上している。

なお，当連結会計年度に計上している持分法適用に伴う負債，債務保証損失引当金及び海外発電事業

投資損失は，連結子会社であるSEP International Netherlands B.V.が出資している台湾洋上風力発電

事業において，収益性の低下により回収可能価額が投資額を下回ったこと及び保証債務の履行に伴う損

失の発生の可能性が高まったことによるものである。

環境・エネルギー関連の政策変更等の外部環境の変化や，進出先でのカントリーリスクの顕在化等に

より，将来獲得が予定されるキャッシュ・フローが著しく悪化する可能性があり，その場合には，投資

の評価等に影響を与える可能性がある。
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社　　　　　　　　　　債（１年以内に償還すべき金額を含む） 461,992百万円

㈱日本政策投資銀行借入金（１年以内に返済すべき金額を含む） 25,000百万円

長期投資

関係会社長期投資

995百万円

15,362百万円

現金及び預金 50百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 2,523,609百万円

日本原燃㈱

㈱日本政策投資銀行ほかからの借入金に対する連帯保証債務 37,962百万円

ラス・ギルタス・パワー・カンパニー

㈱国際協力銀行ほかからの借入金に対する保証債務 1,041百万円

アル・サワディ・パワー・カンパニー

クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・

バンクほかからの借入金に対する保証債務 787百万円

アル・バティナ・パワー・カンパニー

クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・

バンクほかからの借入金に対する保証債務 747百万円

従業員

従業員の持家財形制度による㈱みずほ銀行ほかからの借入金に対する

連帯保証債務
5,140百万円

計 45,681百万円

３．連結貸借対照表に関する注記

⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①当社の総財産は，社債・㈱日本政策投資銀行からの借入金の一般担保に供している。

（担保付債務）

②連結子会社の出資先の一部には，出資会社における借入金に対して担保が設定されている。

（担保資産）

③連結子会社の取引先への代金支払に対して担保が設定されている。

（担保資産）

⑶　保証債務

①借入金に係る保証債務
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アラブ首長国連邦（UAE）シャルジャ首長国ハムリヤ火力発電事業

シャルジャ電力・水庁との電力販売契約の履行に対する保証債務ほか 2,002百万円

ベトナム国ブンアン２石炭火力発電事業

ベトナム商工省とのBOT契約の履行に対する保証債務 1,121百万円

坂出バイオマス発電事業

丸紅㈱との燃料売買契約の履行に対する保証債務 901百万円

計 4,025百万円

当連結会計年度末の株式数 207,528千株

(ｲ)  配当金の総額 3,112百万円

(ﾛ)  １株当たりの配当額 15円

(ﾊ)  基準日 2022年３月31日

(ﾆ)  効力発生日 2022年６月29日

②取引の履行に係る保証債務

⑷　会社法以外の法令の規定による引当金

渇水準備引当金は，渇水準備引当金に関する省令（平成28年経済産業省令第53号）に基づく引当金で

ある。

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

⑴　発行済株式の総数に関する事項

⑵　剰余金の配当に関する事項

配当金支払額

　2022年６月28日の定時株主総会において，次のとおり決議している。

普通株式の配当に関する事項

(注) 配当金の総額には，株式給付信託（BBT）に係る信託口が保有する当社株式に対する配当金

２百万円が含まれている。
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連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

有価証券

その他有価証券（＊１） 3,562 3,562 ─

資 産 計 3,562 3,562 ─

社債（＊２） 461,992 444,620 △17,371

長期借入金（＊２） 486,300 479,548 △ 6,751

負 債 計 948,292 924,169 △24,122

デリバティブ取引計（＊３） 5,038 5,038 ─

５．金融商品に関する注記

⑴　金融商品の状況に関する事項

電気事業の設備投資等に必要な資金を社債及び借入金により調達しており，有利かつ長期安定資金の

調達を基本方針としている。また，短期的な運転資金を，主にコマーシャル・ペーパーにより調達して

いる。

一時的な余裕資金は，安全性の高い金融資産にて運用している。

有価証券は，電気事業の安定的・効率的な運営に資する目的で関係する企業の株式等を保有してお

り，事業環境や出資先企業の変化に応じて適宜保有の見直しを行っている。

売掛金は，大半が電気料金に係るものであり，個別管理している。

デリバティブは，実需取引に基づいて発生する原債権・債務や今後の予定取引に係る金利変動リスク

や為替変動リスク，卸電力取引の価格変動リスクを回避するために利用している。また，デリバティブ

取引先は信頼度の高い金融機関等に限定している。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
(百万円)

(＊１) その他有価証券は，連結貸借対照表上，長期投資に含まれている。

(＊２) 社債及び長期借入金には，１年以内に返済予定のものを含めて記載している。

(＊３) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示している。

(＊４) 「現金及び預金」，「受取手形及び売掛金」，「支払手形及び買掛金」については，現金であ

ること，及び短期間で決済され，時価は帳簿価額に近似することから，注記を省略している。

(注１)　市場価格のない株式等

非上場株式等（連結貸借対照表計上額 31,875百万円）は，「有価証券 その他有価証券」には

含めていない。

(注２)　貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資

非上場有価証券（連結貸借対照表計上額 13,688百万円）は，「時価の算定に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日）第24-16項に定める取扱いに基

づき，「有価証券 その他有価証券」には含めていない。
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区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

有価証券

　その他有価証券 1,747 28 1,786 3,562

デリバティブ取引

　通貨関連 ─ 5,066 ─ 5,066

資 産 計 1,747 5,094 1,786 8,628

デリバティブ取引

　商品関連 ─ 28 ─ 28

負 債 計 ─ 28 ─ 28

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を，時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて，以下の３つの

レベルに分類している。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち，活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち，レベル１のインプット以外の時価

の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には，それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち，時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類している。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品
(百万円)
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区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合 計

社債 ─ 444,620 ─ 444,620

長期借入金 ─ 479,548 ─ 479,548

負 債 計 ─ 924,169 ─ 924,169

②時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融商品以外の金融商品
(百万円)

(注)　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券

　上場株式の時価は，相場価格を用いて評価しており，活発な市場で取引されていることから，

レベル１の時価に分類している。

　投資信託の時価は，市場における取引価格が存在しないことから，基準価額を時価としてお

り，レベル２の時価に分類している。

　社債の時価は，元利金の合計額を信用リスクを織り込んだ利率で割り引いた現在価値により算

定しており，当該利率の算定に用いたインプットが観察不能であることから，レベル３の時価に

分類している。

デリバティブ取引

　デリバティブ取引の時価は，取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しており，

レベル２の時価に分類している。

　デリバティブ内包型の長期借入に係る組込デリバティブは，金利の変動を固定化するものであ

り，その時価は，当該長期借入金の時価に含めて記載している。

社債

　当社の発行する社債の時価は，相場価格を用いて評価しており，レベル２の時価に分類してい

る。

長期借入金

　長期借入金の時価は，元利金の合計額を国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せ

した利率で割り引いた現在価値により算定しており，レベル２の時価に分類している。
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１株当たり純資産額 1,438円32銭
１株当たり当期純損失 111円19銭

電 気 事 業
その他の事業 計

発電・販売事業 送配電事業

顧客との契約から生じる収益

小売販売収入 492,946 3,904 － 496,851

卸販売収入 121,078 63,894 － 184,972

その他収入 2,012 27,729 93,348 123,091

計 616,037 95,528 93,348 804,914

その他の源泉から生じる収益 15,535 7,968 4,784 28,288

期 首 残 高 期 末 残 高

顧客との契約から生じた債権 72,016 75,984

契約資産 6,537 7,938

契約負債 3,437 1,635

６．１株当たり情報に関する注記

(注１) １株当たり純資産額の算定上，株式給付信託（BBT）に係る信託口が保有する当社株式について

は，期末発行済株式総数の計算において控除する自己株式に含めている。なお，当連結会計年度

末における当該自己株式数は248千株である。

(注２) １株当たり当期純損失の算定上，株式給付信託（BBT）に係る信託口が保有する当社株式につい

ては，期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めている。なお，当連結会計年度に

おける当該期中平均自己株式数は198千株である。

７．収益認識に関する注記

⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報
(百万円)

(注１) 金額は外部顧客への売上高を表示している。

(注２) その他の源泉から生じる収益には，「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」に基

づき実施される「電気・ガス価格激変緩和対策」により受領する補助金を，発電・販売事業に

15,393百万円，送配電事業に23百万円，その他の事業に142百万円含んでいる。

⑵　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

①契約資産及び契約負債の残高等
(百万円)

(注１) 顧客との契約から生じた債権には,再生可能エネルギー固定価格買取制度による再エネ特措法

賦課金に係る債権を含んでいる。

(注２) 契約資産は，主として電気事業以外の事業において計上されたものである。

（17）



当連結会計年度

１年以内 －

１年超３年以内 50,393

３年超 24,454

合計 74,848

②残存履行義務に配分した取引価格

　電気事業における小売販売及び卸販売に係る残存履行義務に配分した取引価格は以下のとおりであ

り，各契約に定める実需給年度に収益として認識する見込みである。
(百万円)

　なお，「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）80-22項⑴及び⑵に

定める実務上の便法を適用し，当初に予想される契約期間が１年以内の契約及び当初に予想される契約

期間が１年を超える契約のうち，検針により決定した電力量（検針日基準）に基づき収益を認識する契

約を含めていない。

８．その他の注記

（取締役等を対象とした株式報酬制度）

当社は，社外取締役でない取締役（監査等委員である取締役を除く。以下，同じ。）及び役付執行役

員（取締役を兼務する者を除く。以下，取締役と役付執行役員とをあわせて，「取締役等」という。）

に対する株式報酬制度（以下，「本制度」という。）を導入している。

⑴　制度の概要

本制度は，当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下，本制度に基づき設定される

信託を「本信託」という。）を通じて取得され，取締役等に対し，当社が定める役員株式給付規程

に従って，当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下，「当社株式等」とい

う。）が本信託を通じて給付される株式報酬制度である。なお，取締役等が当社株式等の給付を受

ける時期は，原則として取締役等の退任時となる。

⑵　信託口に残存する自社の株式

信託口に残存する当社株式を，信託口における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により，純

資産の部に自己株式として計上している。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額は

223百万円，株式数は248千株である。
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株主資本等変動計算書

株　　主　　資　　本（百万円）

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当事業年度期首残高 145,551 35,198 ― 35,198 32,819 70,278 103,097

当事業年度変動額

剰余金の配当 △  3,112 △  3,112

当期純損失 △ 23,493 △ 23,493

自己株式の取得

自己株式の処分 △      0 △      0

自己株式の消却 △ 31,600 △ 31,600 △  6,690 △  6,690

準備金から剰余金への振替 △ 31,600 31,600 ―

株主資本以外の項目の当該
事業年度変動額（純額）

当事業年度変動額合計 ― △ 31,600 ― △ 31,600 ― △ 33,297 △ 33,297

当事業年度末残高 145,551 3,598 ― 3,598 32,819 36,981 69,800

株 主 資 本（百万円） 評価・換算差額等（百万円）

純資産合計
（百万円）自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当事業年度期首残高 △ 38,467 245,380 1,567 4,330 5,897 251,278

当事業年度変動額

剰余金の配当 △  3,112 △  3,112

当期純損失 △ 23,493 △ 23,493

自己株式の取得 △     74 △     74 △     74

自己株式の処分 22 21 21

自己株式の消却 38,290 ― ―

準備金から剰余金への振替 ― ―

株主資本以外の項目の当該
事業年度変動額（純額）

△  1,428 △    743 △  2,171 △  2,171

当事業年度変動額合計 38,238 △ 26,659 △  1,428 △    743 △  2,171 △ 28,830

当事業年度末残高 △    228 218,721 139 3,586 3,726 222,447

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
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個 別 注 記 表

（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法

①長期投資のうちの有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの………………時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理)

市場価格のない株式等……………………………移動平均法による原価法

②関係会社長期投資のうちの有価証券…………………移動平均法による原価法

③貯蔵品

発電用燃料…………………………………………総平均法による原価法

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)

その他の貯蔵品……………………………………移動平均法による原価法

(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法)

⑵　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産及び無形固定資産……………………定額法

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

・有形固定資産の減価償却方法の変更

従来，当社は，有形固定資産の減価償却方法について，定率法を採用していたが，当事業年

度より定額法に変更している。

当社の主たる供給区域である四国エリアの電力需要は，近年，ほぼ横ばいで推移しており，

今後についても，脱炭素化を背景としたエネルギー源の電力シフトは見込まれるものの，人口

減少等もあることから，安定的に推移するものと想定している。

こうした中，発電事業については，2021年10月に伊方発電所３号機特定重大事故等対処施設

の運用を開始したことや，2022年12月に試運転を開始した西条火力発電所１号機のリプレース

工事をもって大規模投資は一巡する見込みであり，今後は既存電源の維持管理のための投資が

中心となる。

以上を踏まえ，投資額を耐用年数にわたり均等に費用配分する定額法が，減価償却方法とし

てより実態に即していると判断した。

この変更により，従来の方法と比べて，当事業年度の営業損失，当期経常損失及び税引前当

期純損失がそれぞれ11,089百万円減少している。
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⑶　引当金の計上基準

①貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権

等特定の債権については個別の回収可能性に基づき，回収不能見込額を計上している。

②退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため，当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づい

て計上している。なお，退職給付債務の算定にあたり，退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属

させる方法については，給付算定式基準によっている。

　過去勤務費用は，発生事業年度に費用処理している。

　数理計算上の差異は，発生事業年度の翌事業年度に一括費用処理している。

③債務保証損失引当金

　債務保証に係る損失に備えるため，被保証先の財政状態等を勘案し，損失見込額を計上している。

⑷　収益の計上基準

　当社の主たる事業である電気の発電・販売事業においては，主として電気の小売販売及び卸販売を行

っており，履行義務は顧客との契約に基づく電気の供給である。これらの履行義務については，電気事

業会計規則に従い，主として検針により決定した電力量（検針日基準）に基づき収益を認識している。

　なお，検針により電力量が決定した日から概ね１ヶ月以内に支払を受けており，対価の額に重要な金

融要素は含まれていない。

⑸　その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項

①電気事業会計規則の改正

　貸借対照表，損益計算書，株主資本等変動計算書及び個別注記表は，電気事業会計規則が改正された

ため，改正後の電気事業会計規則により作成している。

②原子力発電施設の資産除去債務の費用計上方法

　「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」に規定された特定原子力発電施設の廃止

措置について資産除去債務を計上している。なお，これに対応する除去費用は，「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　2008年３月31日）第８項（特別の法令等によ

り除去に係る費用を適切に計上する方法がある場合）を適用し，「原子力発電施設解体引当金に関する

省令」（平成元年通商産業省令第30号）の規定に従い，費用計上している。
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③廃炉円滑化負担金及び原子力廃止関連仮勘定の会計処理方法

　エネルギー政策の変更等に伴い廃止した原子炉について，廃炉の円滑な実施等を目的として廃炉会計

制度が措置されている。

　当社は，同制度の適用を受け，原子炉を廃止する場合において，原子炉の運転を廃止した時に当該原

子炉の運転のために保全が必要な固定資産の帳簿価額（原子力特定資産の帳簿価額を除き，建設仮勘定

に計上された固定資産（原子炉の運転を廃止した後に竣工しないものに限る。）の帳簿価額を含む。）

及び当該原子炉に係る核燃料の帳簿価額（処分見込額を除く。）並びに当該原子炉の廃止に伴って生ず

る使用済燃料再処理等拠出金費及び当該核燃料の解体に要する費用に相当する額については，経済産業

大臣の承認に係る申請書を提出のうえ，原子力廃止関連仮勘定に振り替え，又は計上することとしてい

る。

　また，振り替え，又は計上した原子力廃止関連仮勘定は，一般送配電事業者の託送料金の仕組みを通

じて回収することとなっている。

　このため，当社は「電気事業法施行規則」（平成７年通商産業省令第77号）第45条の21の12の規定に

従い，原子力特定資産，原子力廃止関連仮勘定及び原子力発電施設解体引当金の要引当額（以下，「廃

炉円滑化負担金」という。）について，経済産業大臣より承認を得ており，四国電力送配電株式会社は

「電気事業法施行規則」（平成７年通商産業省令第77号）第45条の21の11の規定に従い，経済産業大臣

からの通知に基づき託送供給等約款の変更を行い，廃炉円滑化負担金の回収及び当社への払渡しを行っ

ている。

　一般送配電事業者から払い渡された廃炉円滑化負担金は，「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業

省令第57号）の規定に従い，廃炉円滑化負担金相当収益として計上している。

　また，原子力廃止関連仮勘定は，「電気事業法施行規則等の一部を改正する省令」（平成29年経済産

業省令第77号）附則第５条及び第８条の規定に従い，一般送配電事業者からの払渡しに応じて償却して

いる。

④使用済燃料の再処理等の実施に要する拠出金の計上方法

　原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に要する費用は，「原子力発電における使用済燃料

の再処理等のための積立金の積立て及び管理に関する法律の一部を改正する法律」（平成28年法律第40

号）に規定する拠出金を，原子力発電所の運転に伴い発生する使用済燃料の量に応じて使用済燃料再処

理等拠出金費として計上している。

　また，拠出金には使用済燃料の再処理関連加工に係る拠出金が含まれており，当該拠出金について

は，使用済燃料再処理関連加工仮勘定に整理している。

２．会計上の見積りに関する注記

　繰延税金資産の回収可能性

⑴　貸借対照表に計上した金額

　　　繰延税金資産　当事業年度　　25,780百万円

⑵　見積りの内容について計算書類の利用者の理解に資するその他の情報

　繰延税金資産の計上においては，将来の課税所得の見積り額に基づき，回収可能と判断した部分に

ついて繰延税金資産を計上している。

　当該課税所得の見積りは，経営者が承認した事業計画及び計算書類作成時に入手可能な情報に基づ

き行っており，主要な仮定として販売電力量の予測や需給関連費の見通しが含まれる。

　主要な仮定に変更が生じた場合，繰延税金資産の回収可能性に影響を与える可能性がある。
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社　　　　　　　　　　債（１年以内に償還すべき金額を含む） 461,992百万円

㈱日本政策投資銀行借入金（１年以内に返済すべき金額を含む） 25,000百万円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 1,315,917百万円

日本原燃㈱

㈱日本政策投資銀行ほかからの借入金に対する連帯保証債務 37,962百万円

ラス・ギルタス・パワー・カンパニー

㈱国際協力銀行ほかからの借入金に対する保証債務 1,041百万円

アル・サワディ・パワー・カンパニー

クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・

バンクほかからの借入金に対する保証債務 787百万円

アル・バティナ・パワー・カンパニー

クレディ・アグリコル・コーポレート・アンド・インベストメント・

バンクほかからの借入金に対する保証債務 747百万円

従業員

従業員の持家財形制度による㈱みずほ銀行ほかからの借入金に対する

連帯保証債務 2,849百万円

計 43,390百万円

アラブ首長国連邦（UAE）シャルジャ首長国ハムリヤ火力発電事業
シャルジャ電力・水庁との電力販売契約の履行に対する保証債務ほか 2,002百万円

ベトナム国ブンアン２石炭火力発電事業

ベトナム商工省とのBOT契約の履行に対する保証債務 1,121百万円

坂出バイオマス発電事業
丸紅㈱との燃料売買契約の履行に対する保証債務 901百万円

計 4,025百万円

３．貸借対照表に関する注記

⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

　当社の総財産は，社債・㈱日本政策投資銀行からの借入金の一般担保に供している。

⑶　保証債務

①借入金に係る保証債務

②取引の履行に係る保証債務
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⑷　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

関係会社に対する長期金銭債権 399,656百万円

関係会社に対する短期金銭債権 24,221百万円

関係会社に対する短期金銭債務 58,210百万円

ガス供給事業 専用固定資産 371百万円

他事業との共用固定資産の配賦額 97百万円

ガス供給事業合計額 469百万円

熱供給事業 専用固定資産 1,044百万円

関係会社との営業取引による取引高の総額 収益　77,636百万円

費用 254,852百万円

関係会社との営業取引以外の取引高の総額 10,298百万円

当事業年度末における自己株式の数 253千株

　⑸　附帯事業に係る固定資産の金額

⑹　会社法以外の法令の規定による引当金

　渇水準備引当金は，渇水準備引当金に関する省令（平成28年経済産業省令第53号）に基づく引当金で

ある。

４．損益計算書に関する注記

５．株主資本等変動計算書に関する注記
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繰延税金資産

資産除去債務 14,384百万円

繰越欠損金 6,789百万円

子会社株式に係る税効果 4,613百万円

減価償却超過額 4,053百万円

その他 17,351百万円

繰延税金資産小計 47,193百万円

評価性引当額 △  4,286百万円

繰延税金資産合計 42,906百万円

繰延税金負債

原子力廃止関連仮勘定 △ 10,305百万円

資産除去債務相当資産 △  3,455百万円

前払年金費用 △  1,814百万円

繰延ヘッジ損益 △  1,450百万円

その他 △    100百万円

繰延税金負債合計 △ 17,125百万円

繰延税金資産の純額 25,780百万円

６．税効果会計に関する注記

⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

⑵　法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は，当事業年度より，連結納税制度からグループ通算制度へ移行している。

　これに伴い，法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については，「グループ通

算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日。以

下「実務対応報告第42号」という。）に従っている。また，実務対応報告第42号第32項⑴に基づき，実

務対応報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしている。
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種　類 氏　名
事 業 の 内 容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の内容

（注）
取引金額

（百万円）
科　目

期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役　員 香川　亮平

当社取締役

㈱百十四銀行
取締役副頭取
兼CCO
（代表取締役）

─ ─ ─

資金の借入 8,000 長期借入金 44,500

利息の支払い 199 ─ ─

種 類 会社等の名称
議 決 権 等 の
所有(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

（百万円）
科 目

期末残高
（百万円）役員の

兼任等
事業上の関係

子会社

四国電力送配電㈱
(所有)
直接　100

兼任1人 資金貸借取引

資金の預り
（注１）

─
関係会社
短期債務

4,650

社債の引受
（注２）

65,000
関係会社
長期投資

352,000

社債利息の受取
（注３）

2,798
関係会社
短期債権

732

四電ビジネス㈱
(所有)
直接　100

兼任1人
ﾋﾞﾙの賃借,資材の
購入及び産業廃棄
物処理の委託

資金の貸付
（注４）

5,255
関係会社
長期投資

17,147

７．関連当事者との取引に関する注記

(役員及び個人主要株主等)

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(注) 上記の取引の内容は，取締役が第三者（㈱百十四銀行）の代表者として行った取引であり，利率

は市場金利に基づき決定している。なお，担保は提供していない。

(子会社等)

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(注１) 資金の預りは，ＣＭＳ（キャッシュマネジメントサービス）に係るものであり，資金が日々移

動するため，取引金額は記載せずに，期末残高のみ記載している。

(注２) 社債の引受は，四国電力送配電㈱のＩＣＢ（Inter Company Bond）を引き受けたものであり，

当社が発行した社債等と同様の条件で利率を決定している。

(注３) 社債利息の受取は，四国電力送配電㈱のＩＣＢ（Inter Company Bond）に係るものである。

(注４) 資金の貸付は，市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。なお，担保は受け入れてい

ない。
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１株当たり純資産額 1,073円20銭

１株当たり当期純損失 113円32銭

８．１株当たり情報に関する注記

(注１) １株当たり純資産額の算定上，株式給付信託（BBT）に係る信託口が保有する当社株式について

は，期末発行済株式総数の計算において控除する自己株式に含めている。なお，当事業年度末に

おける当該自己株式数は248千株である。

(注２) １株当たり当期純損失の算定上，株式給付信託（BBT）に係る信託口が保有する当社株式につい

ては，期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めている。なお，当事業年度におけ

る当該期中平均自己株式数は198千株である。

９．連結配当規制適用会社に関する注記

連結配当規制を適用している。

10．その他の注記

（退職給付に係る連結会計処理との相違）

当事業年度に発生した数理計算上の差異は，貸借対照表上，翌事業年度に一括計上しており，連結計

算書類における会計処理方法と異なっている。

（取締役等を対象とした株式報酬制度）

取締役等を対象とした株式報酬制度については，連結計算書類の連結注記表（８．その他の注記）に

記載している。

以　上
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